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1. はじめに

介護現場における労働力不足問題は、2005年

頃から始まった深刻な社会問題であるが、経済

学の観点からは、価格統制が引き起こす典型的

な市場不均衡の問題と解釈することができよう

（鈴木 2009, 2010a）。

すなわち、わが国の介護産業のサービス価格

は、政府によって介護報酬として公定されてお

り、３年に１度の改定時まで固定され続ける。ま

た、その改定内容も、厚生労働省の社会保障審議

会・介護給付費分科会の場で、利害関係者等を集

めた政治的なプロセスによって決定されるため、

必ずしも市場の需給を調整することにならない。

このため、介護労働市場に不断に加わるさまざま

な外的・内的ショックに対して、価格調整メカニ

ズムが働かず、労働力不足という不均衡が引き起

こされたのである。

具体的に、この期間に起きた主なショックとし

ては次の３つがある。第１に、2004年ごろから始

まった景気回復により、介護以外の産業の市場賃

金が上昇したことである。これに対して介護報酬

は固定され続け、介護労働者の賃金も相対的に低

くとどまらざるを得なかったことから、介護労働

者が他産業にシフトしたり、介護産業への労働力

流入が減少したりしたと考えられる。

第２に、このように介護労働市場がすでに逼迫し

ていたにもかかわらず、主に財政上の理由から、

2006年４月に介護報酬が大幅に引き下げられた。

これにより、さらに他産業との賃金格差が広がり、

介護労働力不足問題に拍車がかかったとみられる。

第３に、介護労働力が豊富にあった2000年代初

めに、厚生労働省によって立てられた介護労働者

の研修強化・資格高度化に関する事業が、介護労

働力不足時代にあっても軌道修正されなかったこ

とである。このため、介護労働者が基礎研修や、

介護福祉士などの高度資格取得の機会費用を負担

しなければならなくなり、他産業との手取り収入

格差がさらに拡大したと考えられる。

さて、こうした状況にもかかわらず、これまで

介護労働力不足問題を扱った研究は、介護現場の

職場環境や介護事業者の労務管理の問題に集中し

ており、介護産業の賃金や、他産業との賃金格差

の影響といった経済学的観点からの研究例は、岸

田・谷垣（2008）、周（2009）らによる例外を除

き、ほとんど皆無といっていい状況であった。し

かしながら、ごく最近になり、『季刊社会保障研

究』誌によって組まれた特集によって、数本の研

究が公表されている（花岡 2009; 山田・石井 2009;

小檜山 2010; 鈴木 2010b）。これらの研究のうち、

本稿の分析と特に関係が深いものは、花岡（2009）、

小檜山（2010）、山田・石井（2009）、岸田・谷垣

（2008）の４論文である１）。

このうち、花岡（2009）は、（財）介護労働安定

センターによる2007年の「介護労働実態調査」を

用いて、介護事業所ごとの職種別・就業形態別の

離職率に、相対賃金が与える影響を分析してい

る。相対賃金は、他産業に転職した場合の市場賃

金と現在の賃金の比、および介護産業内で転職し

た場合の市場賃金と現在の賃金の比の２種類を定
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義し、「平成20年賃金構造基本統計調査」（厚生労

働省）から丹念にデータを作り出しており、労作

といえる。結果は、介護職員の正規職員のみ、介

護産業内の相対賃金が影響するというものであ

り、介護産業内の相対賃金が10％上昇すると、離

職率が0.89％減少するという結論を報告している。

一方、小檜山（2010）も、（財）介護労働安定セン

ターの2006年の「介護労働実態調査」（その中の

「介護労働者の就業実態と就業意識調査」）を用い

て、介護産業の賃金が介護労働者の「離職意向」

に与える影響を分析している。推計結果は、賃金

が離職意向に負の影響を与えるというものであり、

介護産業の賃金上昇が、介護職の離職を抑制する

可能性を示唆している。

また、山田・石井（2009）は、総務省統計局の

2002年と2007年の「就業構造基本調査」の膨大な

データを分析し、種々の有用なファクト・ファイ

ンディングスを得ている重要な論文であるが、そ

の中で、やはり賃金が「転職希望」に与える影響

を分析している。賃金については、現在の介護産

業の賃金のほか、データ内から推計した他産業に

転職した場合の賃金を作成している。推計結果

は、正規職男女および非正規職女性において、理

論どおりの符号で２つの賃金が有意となっており、

介護産業の賃金が上昇するほど転職希望が減少

し、他産業の賃金が上昇するほど転職希望が増す

という結論が得られている。

しかしながら、これらの研究は、介護事業所の

離職率（花岡 2009）にせよ、介護労働者の離職

意向（小檜山 2010）や転職希望（山田・石井

2009）にせよ、介護以外の他産業への転職・離職

なのか、介護産業内の転職・離職なのか、全く識

別できていないという問題がある。後述の本稿の

データからも窺えるように、介護労働者は介護産

業内で転職する可能性も高い。こうした介護産業

内での転職・離職は、定着率が低くなってスキル

が蓄積しないという意味では問題があるものの、

同じ介護産業内に留まるものであるから、それが

直ちに介護労働力不足の原因になるとは言えな

い。問題は、介護産業から他産業への転職行動な

のである。

こうした中、他産業への転職をきちんと識別し

ている唯一の例外として、岸田・谷垣（2008）が

挙げられる。彼らは、施設系介護労働者に対して

独自に企画したアンケート調査を実施し、介護産

業内への離職意向と、介護産業からの退出意向２）

を区別した分析を行っている。その結果は、①賃

金上昇は介護産業内への離職意向を抑制するが、

介護産業からの退出意向には影響しない、②介護

産業と他産業との相対賃金も、介護就業の継続意

思に影響しないというものであり、介護労働力不足

問題に対する経済学的要因に否定的な研究として

興味深い。ただし、岸田・谷垣（2008）自身も論じ

ているように、アンケート調査による意向と実際の

行動が必ずしも一致するとは限らず、一致しない

人々が多い場合には、その結論には疑問が生ずる。

彼らが報告している先行研究でも、意向と実際の

行動の間の関係性については、意見が分かれている

ところである。また、意向と行動が異なる可能性

があるという問題点は、先の小檜山（2010）、山

田・石井（2009）にも共通したものである。

そこで本稿は、こうした先行研究の問題点を克

服すべく、公益財団法人家計経済研究所が独自に

企画した元介護労働者を含む調査を基に、「介護以

外の他産業」への「実際の転職行動」を分析するこ

とにする。具体的には、介護産業内の賃金や、他産

業に転職した場合の賃金が、転職行動に影響して

いるかどうかを統計的に検証した。その結果、正

規・非正規職員を合わせた全就業者ベースでは、

介護産業の時給が100円増加すると、他産業への転

職率が2.9％減少することが明らかとなった。

以下、本稿の構成は次の通りである。２節では

本稿で用いるデータの説明を行う。３節では、他

産業に転職する労働者の特性について概観する。

４節では、他産業への転出行動を統計モデルに基

づいて分析する。５節は結語である。

2. データ

（1）調査概要

本稿の分析に用いるデータは、公益財団法人家

計経済研究所が2010年３月23日から３月29日にか
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けて実施した「介護労働者の就業・離職状況に関

する調査」である。調査対象は、社会調査会社大

手の（株）インテージに2007年から2009年にかけ

てモニターサンプルの登録を行っていた人々で、

登録時の職業属性がホームヘルパー、介護福祉

士、社会福祉士、ケアマネジャー、その他介護関

連職となっていた人々である。彼らに対して（株）

インテージから調査依頼を行い、インターネット

による自記式で調査を実施した。この2007年から

2009年の時期は、介護労働力不足問題がもっとも

深刻化していた時期にあたることから、１年以上

経過して再調査した場合には、介護産業から他産

業に転職した労働者が、相当数含まれるだろうと

期待して調査が企画された。

調査依頼数5,988サンプルに対して、回答完了数

は2,624、回答完了者回収率は43.8%である。うち

集計対象とする有効回答数2,479である。図表－１

は、回答のあった元介護産業労働者について、現

在の職業別サンプル構成をみたものである。介護

関係の仕事に継続して就いている「介護就業者」

2,125サンプル（「１.正規職員」1,361サンプル、

「２.非正規職員」764サンプル）および、介護関係

以外の仕事に転職した「他産業転職者」196サン

プル（「５.正規職員」95サンプル、「６.非正規職

員」101サンプル）を、本稿の主な分析対象とす

る。この期間における他産業転職率は、8.4％

（196/2,321）である。

本サンプルについて、当然、留意すべきこと

は、社会調査会社のモニターサンプルであるため、

ランダムサンプリングとは異なり、バイアスが生

じているということである３）。例えば、図表－１の

介護就業者をみると、非正規職員よりも正規職員

の方が多いが（正規比率64.0％）、本サンプルより

もずっと大規模な調査である財団法人介護労働安

定センター（2009）（以下、センター調査）では、

正規比率（正社員比率）は49.1％であるから、本

サンプルは正規比率が高いといえる。

（2）記述統計

次に、図表－２の上段は、全サンプルの主な属

性変数をみたものである。本サンプルの男性比率

は38.1％と、センター調査の16.3％に比べてかな

り高い４）。また、年齢については、本サンプルが

41.1歳に対して、センター調査43.2歳と、本サン

プルの方がやや若い。介護福祉士、社会福祉士、

ケアマネジャーの資格取得率は、それぞれ30.7％

（センター調査30.3％）、6.1％（センター調査2.0％）、

11.9％（センター調査10.0％）となっている。

図表－２の下段には、介護就業者と他産業転職

者に分けた記述統計が掲載されている。年齢や性

別、既婚率や有子率にはそれほど大きな違いはみ

られないが、介護福祉士の取得率が介護就業サン

プルで高く、一方で社会福祉士の取得率が他産業

転職者で高いことは興味深い。介護就業の通算年

 

図表--1 サンプルの構成 
   サンプル数 割合（％） 
 1 介護関係の仕事に就いている（正規職員） 1,361 54.9 
 2 介護関係の仕事に就いている（非正規職員） 764 30.8 
 3 介護関係の仕事（正規職員）を休職中（仕事から離れているが、 
  元の職場に戻ることになっている状態） 

13 0.5 

 4 介護関係の仕事（非正規職員）を休職中（仕事から離れているが、 
  元の職場に戻ることになっている状態） 

21 0.9 

 5 介護関係以外の仕事に就いている（正規職員）  95 3.8 
 6 介護関係以外の仕事に就いている（非正規職員）  101 4.1 
 7 介護関係以外の仕事を休職中（仕事から離れているが、 
  元の職場に戻ることになっている状態） 

4 0.2 

 8 専業主婦（主夫） 79 3.2 
 9 学生 1 0.0 
 10 その他の無職 40 1.6 
  合計 2,479 100.0
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数は、介護就業サンプルが平均6.90年に対して、

他産業転職サンプルが平均4.87年とやや短い。介

護産業内の転職回数は、介護就業サンプルが平均

0.95回に対して、他産業転職サンプルが平均0.77回

となっている。介護産業内の転職回数は最大が11

回である。図表－３には、４節の分析で用いる正規

職員、非正規職員別の記述統計が示されている。

3. 他産業転職者の特性

（1）転職前の介護事業所種類

次に、他産業転職者についてもう少し詳しくみ

ていこう。図表－４は、他産業転職者が、転職前

に就業していた介護事業所の介護サービス種類

（複数回答）である。まず、全体（最左欄）では

「１. 訪問介護」が最も多く30.6％、次に「６. 通所介

護」28.1％、「22. 介護保険以外のサービス」17.9％、

「12. 居宅介護支援」17.3％、「８. 短期入所生活介

護」12.8％、「７. 通所リハビリテーション」

11.7％、「19. 介護老人福祉施設」11.7％と続く。

総じて幅広く多様なサービス種類に分布している

ことがわかる。

このうち、最右欄の介護就業者の割合と大きく

異なるものをみると、介護就業者の割合よりも他

産業転職者の割合が高いもの（他産業への流出率

が高いと考えられる）として、「３. 訪問看護」、

「４. 訪問リハビリテーション」、「22. 介護保険以

外のサービス」が挙げられる。訪問看護や訪問リ

 

図表--2 記述統計１ 
  サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
全サンプル       
 性別 2479 0.381 0.486 0 1 
 年齢 2479 41.1 9.7 21 73 
 介護福祉士 2479 0.307 0.462 0 1 
 社会福祉士 2479 0.061 0.239 0 1 
 ケアマネジャー 2479 0.119 0.324 0 1 
 既婚 2479 0.630 0.483 0 1 
 子供有り 2479 0.537 0.499 0 1 
 時給（円） 2110 1222.0 826.8 611.1 15625.0 
 介護就業通算年数 2479 6.583 4.571 0.083 35.917 
 介護産業内転職回数 2479 0.919 1.354 0 11 
介護就業サンプル       
 性別 2125 0.402 0.490 0 1 
 年齢 2125 41.1 9.6 21.0 73.0 
 介護福祉士 2125 0.322 0.467 0 1 
 社会福祉士 2125 0.048 0.213 0 1 
 ケアマネジャー 2125 0.125 0.331 0 1 
 既婚 2125 0.620 0.486 0 1 
 子供有り 2125 0.535 0.499 0 1 
 時給（円） 1907 1213.8 745.2 611.1 12500.0 
 介護就業通算年数 2125 6.903 4.598 0.167 35.917 
 介護産業内転職回数 2125 0.949 1.386 0 11 
他産業転職サンプル       
 性別 196 0.347 0.477 0 1 
 年齢 196 41.311 10.006 24 69 
 介護福祉士 196 0.158 0.366 0 1 
 社会福祉士 196 0.199 0.400 0 1 
 ケアマネジャー 196 0.107 0.310 0 1 
 既婚 196 0.617 0.487 0 1 
 子供有り 196 0.485 0.501 0 1 
 時給（円） 169 1359.2 1496.1 615.1 15625.0 
 介護就業通算年数 196 4.866 4.423 0.083 28.833 
 介護産業内転職回数 196 0.770 1.161 0 6



ハビリが高いのは、看護師やPT（理学療法士）、

OT（作業療法士）などの資格が他産業で利用で

きることと関係があると思われる。一方、介護就

業者の割合よりも他産業転職者の割合が低い（他

産業への流出率が低いと考えられる）主なサービ

ス種類として、「12. 居宅介護支援」、「16. 認知症

対応型共同生活介護」、「19. 介護老人福祉施設」

などが挙げられる。居宅介護支援（ケアマネジャ

ー）については、介護産業内でしか通用しない資

格であることから、他産業への転職は難しい、も

しくは介護産業を離れがたいということなのかも

しれない。
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図表--3 記述統計２ 
  サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
介護就業・正規サンプル       
 性別 1361 0.556 0.497 0 1 
 年齢 1361 39.2 8.9 21.0 73.0 
 介護福祉士 1361 0.364 0.481 0 1 
 社会福祉士 1361 0.065 0.247 0 1 
 ケアマネジャー 1361 0.161 0.368 0 1 
 既婚 1361 0.534 0.499 0 1 
 子供有り 1361 0.475 0.500 0 1 
 時給（円） 1175 1296.9 859.8 615.0 12500.0 
 介護就業通算年数 1361 7.720 4.947 0.333 35.917 
 介護産業内転職回数 1361 0.978 1.394 0 11 
他産業転職・正規サンプル       
 性別 95 0.484 0.502 0 1 
 年齢 95 38.9 8.6 24.0 62.0 
 介護福祉士 95 0.189 0.394 0 1 
 社会福祉士 95 0.316 0.467 0 1 
 ケアマネジャー 95 0.147 0.356 0 1 
 既婚 95 0.547 0.500 0 1 
 子供有り 95 0.463 0.501 0 1 
 時給（円） 82 1500.6 1302.6 615.1 9583.3 
 介護就業通算年数 95 5.201 4.398 0.083 21.917 
 介護産業内転職回数 95 0.758 1.127 0 5 
介護就業・非正規サンプル       
 性別 764 0.127 0.333 0 1 
 年齢 764 44.5 9.7 22.0 73.0 
 介護福祉士 764 0.249 0.433 0 1 
 社会福祉士 764 0.016 0.124 0 1 
 ケアマネジャー 764 0.062 0.240 0 1 
 既婚 764 0.772 0.420 0 1 
 子供有り 764 0.641 0.480 0 1 
 時給（円） 732 1080.5 481.3 611.1 10000.0 
 介護就業通算年数 764 5.449 3.452 0.167 26.917 
 介護産業内転職回数 764 0.898 1.372 0 8 
他産業転職・非正規サンプル       
 性別 101 0.218 0.415 0 1 
 年齢 101 43.6 10.7 26.0 69.0 
 介護福祉士 101 0.129 0.337 0 1 
 社会福祉士 101 0.089 0.286 0 1 
 ケアマネジャー 101 0.069 0.255 0 1 
 既婚 101 0.683 0.468 0 1 
 子供有り 101 0.505 0.502 0 1 
 時給（円） 87 1225.9 1654.4 625.0 15625.0 
 介護就業通算年数 101 4.552 4.445 0.167 28.833 
 介護産業内転職回数 101 0.782 1.197 0 6



（2）転職後の業種・職種

図表－５は、他産業転職者が現在就いている業

種を示したものである。いろいろな産業に少しず

つ分布しているが、何といっても高い比率となっ

ているのが、「22. 医療・福祉産業」である。全体

の60.2％、正規職員では77.9％がこの産業に集中

している。介護労働者は他産業に転職したとして

も、依然として医療や福祉の現場にいるというこ

となのであろう。非正規職員については、「20. そ

の他サービス」が16.8％、「21. 教育」6.9％、「10.

デパート・スーパー」4.0％、「19. 外食・飲食サー

ビス」4.0％、「１. 土木・建設・不動産・建物サ

ービス」4.0％などにも分布している。

さらに図表－６は、他産業転職者が現在就いて

いる職種をみたものである。これも、幅広くいろ

いろな職種に分布しているが、特に高い比率とな

っているのは「２. 専門技術職」27.6％（正規

36.8％、非正規18.8％）と、「３. 事務職」30.1％

（正規31.6％、非正規28.7％）である。非正規職員

については、「５. サービス職」も10.9%とやや多

くなっている。

（3）転職の理由と賃金

次に、図表－７は、他産業転出者における「以

前働いていた介護事業所を辞めた理由」（複数回

答）である。

「６. 職場の人間関係に問題があったため」

28.1％、「８. 法人や施設・事業所の理念や運営に

問題があったため」23.5%という介護産業ならで

はの項目と並んで高い比率なのが、「３. 収入が少

なかったため」25.0％、「２. 他に良い仕事・職場

があった」19.4％、「４. 自分の将来の見込みが立

たなかったため」17.3%などの条件面に関する回

答である。やはり、賃金という経済的要因も、転

職決定のかなり重要な要素となっていることが窺

える。
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図表--4 転職前の介護事業所の主な介護サービス 
    他産業     <参考>介護 
    うち正規 うち非正規 就業サンプル 
   n=196 n=95 n=101 n=2125 
 1 訪問介護 30.6 20.0 40.6 35.1  
 2 訪問入浴介護 6.6 5.3 7.9 7.8  
 3 訪問看護 8.7 9.5 7.9 4.6  
 4 訪問リハビリテーション 6.1 7.4 5.0 2.8  
 5 居宅療養管理指導 2.6 2.1 3.0 1.5  
 6 通所介護 28.1 27.4 28.7 29.6  
 7 通所リハビリテーション 11.7 9.5 13.9 8.8  
 8 短期入所生活介護 12.8 11.6 13.9 16.6  
 9 短期入所療養介護 4.1 3.2 5.0 4.2  
 10 特定施設入居者生活介護 5.6 6.3 5.0 5.5  
 11 福祉用具貸与・特定福祉用具販売 7.7 8.4 6.9 6.7  
 12 居宅介護支援 17.3 18.9 15.8 29.8  
 13 夜間対応型訪問介護 1.5 1.1 2.0 2.3  
 14 認知症対応型通所介護 4.6 4.2 5.0 5.3  
 15 小規模多機能型居宅介護 5.1 3.2 6.9 4.3  
 16 認知症対応型共同生活介護 5.6 5.3 5.9 11.3  
 17 地域密着型特定施設入居者生活介護 2.6 2.1 3.0 2.3  
 18 地域密着型介護老人福祉施設 2.6 3.2 2.0 2.1  
 19 介護老人福祉施設 11.7 10.5 12.9 19.0  
 20 介護老人保健施設 8.7 10.5 6.9 10.1  
 21 介護療養型医療施設 6.1 8.4 4.0 3.8  
 22 介護保険以外のサービス 17.9 22.1 13.9 7.5  
 23 その他 12.8 13.7 11.9 11.3  
     注: 複数回答 

（%） 



そこで、図表－８には、介護就業者と他産業転

職者の賃金率を比較してみることにした。具体的

には正規職員、非正規職員とも賃金を時給に換算

して表示している。このアンケートでは、賃金の

受け取り方として、時給、日給、月給の別が尋ね

られ５）、時給、日給と回答した場合に、具体的な

金額が尋ねられている。時給については回答金額

のまま、日給については回答金額を８（時間）で除

して時給換算を行った。一方、月給と答えた場合

には、別途、尋ねられている2010年２月の月収、

勤務日数、１週間当たりの労働時間から、時給換

算を行うことにした。もっとも、回答の中には、

回答間違いや異常値が含まれているため、これら

を除く処理をしている６）。

まず、図表－８の（1）現在の時給をみると、介

護産業正規職員1,296.9円に対して、他産業正規職

員は1,500.6円と200円以上の差がついている。一

方、非正規職員についても、介護産業1,080.5円に

対して、他産業は1,225.9円と150円近い差がつい

ている。介護産業の正規職員と他産業の非正規職

員の時給差は、わずかに71円である。

このアンケートのユニークな点は、時給、日

給、月給について「妥当と考える金額」を別途、

尋ねていることである。それぞれ上記に説明した

のと同様の方法で時給換算を行って図にしたもの

が、（2）の妥当と思う時給のグラフである。また、

（2）妥当と思う時給から（1）現在の時給を差し引

いた金額が（3）に示されている。（3）は、いわば

「時給における不満の大きさ」と解釈できるが、

やはり最も高い金額なのが、介護産業の正規職員

であり、265.1円に上っている。また、介護産業の

非正規職員についても206.5円と、他産業の非正規

職員（149.5円）に比べて、高い不満額が示されて

いる。

4. 他産業転職関数の推定

（1）推定モデル

さて、このように賃金率（時給）は、介護労働

者の他産業への転職行動に重要な影響を与えてい
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図表--5 他産業転職後の業種別割合 
    他産業      
    うち正規 うち非正規 
   n=196 n=95 n=101 
 1 土木・建設・不動産・建物サービス 3.1 2.1 4.0 
 2 飲料 0.0 0.0 0.0 
 3 食品・食品加工 1.0 1.1 1.0 
 4 化粧品、トイレタリー製品・ヘアケア製品 0.5 0.0 1.0 
 5 たばこ 0.0 0.0 0.0 
 6 医薬品・健康食品 1.0 1.1 1.0 
 7 家電製品 0.0 0.0 0.0 
 8 自動車・バイク 0.5 1.1 0.0 
 9 その他製造業 2.0 2.1 2.0 
 10 デパート・スーパー 2.0 0.0 4.0 
 11 コンビニエンスストア・その他小売り 1.5 1.1 2.0 
 12 運輸・倉庫・物流関連 1.0 1.1 1.0 
 13 電気・ガス・熱供給・水道 1.5 2.1 1.0 
 14 電気通信業 1.0 0.0 2.0 
 15 ソフトウエア、情報処理、その他の情報サービス業 0.5 0.0 1.0 
 16 マスコミ・広告、新聞・放送業 0.0 0.0 0.0 
 17 市場調査 0.0 0.0 0.0 
 18 金融・保険業（銀行・証券・保険・貸金など） 1.5 1.1 2.0 
 19 外食・飲食サービス 2.0 0.0 4.0 
 20 その他サービス 11.7 6.3 16.8 
 21 教育 5.1 3.2 6.9 
 22 医療・福祉 60.2 77.9 43.6 
 23 その他 3.6 0.0 6.9

（%） 



ると推測される。そこで、具体的に賃金率の影響

の有無を検証し、その影響を定量化するために、

次の「他産業転職関数」を推定することにする。

…（1）

ここで、被説明変数のV *
iは、Latent Variable

であり、その他産業に転職した場合の価値と、介護

就業を継続した場合の価値の差分として定義され

る。この差が０を上回るとき、労働者は介護産業

から他産業に転職をする。各説明変数は、W^liが介

護産業に留まった場合の賃金率推定値、W^oiがその
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図表--6 他産業転職後の職種別割合 
    他産業      
    うち正規 うち非正規 
   n=196 n=95 n=101 
 1 管理職（会社・団体の部長以上、官公庁の課長以上など） 6.6 11.6 2.0 
 2 専門・技術職（医師、看護師、研究員、教員、保育士、 
  栄養士など） 27.6 36.8 18.8 
 3 事務職（一般事務、営業社員、銀行員、テレフォン・ 
  オペレーターなど） 30.1 31.6 28.7 
 4 販売職（販売員、店員、レジスター係、美容部員など） 3.1 1.1 5.0 
 5 サービス職（家政婦（夫）・理・美容師、調理人、ウエイター・ 
  ウエイトレス、エステティシャン、クリーニング師など） 6.1 1.1 10.9 
 6 保安職業従事者（警察官、警備員、自衛隊員など） 1.0 0.0 2.0 
 7 農林漁業従事者 0.0 0.0 0.0 
 8 生産工程従事者（製品製造、機械組立・整備従事者など） 2.6 3.2 2.0 
 9 輸送・機械運転従事者（バス運転者、電車運転士、  
  船長、ボイラーオペレーターなど） 1.0 2.1 0.0 
 10 建設・採掘作業従事者（大工、左官、土木従業員など） 0.0 0.0 0.0 
 11 運搬・清掃・包装等従事者（配達員、倉庫作業従事者、 
  清掃員など） 2.0 1.1 3.0 
 12 自宅で賃仕事（内職） 2.6 1.1 4.0 
 13 その他 17.4 10.5 23.8

（%） 

 

図表--7 他産業転職の理由 
    他産業      
    うち正規 うち非正規 
   n=196 n=95 n=101 
 1 人員整理・勧奨退職・法人解散・事業不振等のため 8.2 11.6 5.0 
 2 他に良い仕事・職場があった 19.4 24.2 14.9 
 3 収入が少なかったため 25.0 23.2 26.7 
 4 自分の将来の見込みが立たなかったため 17.3 18.9 15.8 
 5 自分に向かない仕事だったため 11.7 12.6 10.9 
 6 職場の人間関係に問題があったため 28.1 25.3 30.7 
 7 介護者およびその家族との人間関係に問題があったため 3.1 3.2 3.0 
 8 法人や施設・事業所の理念や運営に問題があったため 23.5 27.4 19.8 
 9 家族の転職・転勤、又は事業所の移転のため 1.5 1.1 2.0 
 10 定年・雇用契約の満了のため 5.6 5.3 5.9 
 11 ご自身の病気・高齢のため 7.7 5.3 9.9 
 12 結婚・妊娠・出産・育児のため 5.6 6.3 5.0 
 13 家族の介護・看護のため 3.1 0.0 5.9 
 14 その他 12.8 13.7 11.9 
 15 特に理由はない 7.1 7.4 6.9

（%） 

注: 複数回答 



他産業に転職した場合の賃金率推定値、性別ダミ

ーSi、年齢Ai、各資格ダミーQi、その他属性Ziである。

推定モデルを単純化するため、労働者の行動は、

介護就業を継続するか、他産業に転職するかの２

択とし、非就業という選択肢は考えないことにす

る。それに伴い、推計に用いるサン

プルも、介護就業者と他産業転職者

に限定することにした７）。

ここで、W^l i、W^oiを推定する理由

は、例えば介護就業者の場合、介

護産業の賃金率Wliは観察可能であ

るが、その他産業に転職した場合

の賃金率（時給）Woiは、データから

は観察できないからである。同様

に、他産業転職者にとっては、介

護産業に留まった場合の賃金率は

観察不可能であり、それぞれの観

察不可能な賃金率を、データ内か

ら推定する必要がある。

しかしながら、ここで注意しな

ければならないのは、それぞれの

賃金率を推定する場合に、賃金率

と他産業転職行動の間には、明ら

かに同時決定の関係があるという

ことである。例えば、介護産業の

賃金率は、介護産業に留まってい

るサンプルでしか観察できないと

いう意味で、他産業に転職しなか

ったという選択のサンプルセレク

ションが生じている。そしてもち

ろん、賃金率は、介護産業に留ま

るか、他産業に転職するかという

選択行動に影響している。

したがって、賃金率と他産業転

職率の間の同時決定を考慮するた

めに、次のような手順で推計を行

うことにする８）。

①誘導型の他産業転職関数をプロ

ビットモデルで推計した上で、

他産業転職確率、介護就業継続

確率を推定する。

②その推定確率から逆ミルズ比を計算し、賃金率

関数の説明変数として用いることにより、サン

プルセレクション・バイアスを考慮した賃金率

関数をそれぞれ推計する。

③さらにそこで得られた２つの推定賃金率を用い
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図表--8 賃金率（時給）の比較 

（1）現在の時給 

（2）妥当と思う時給 

（3）妥当と思う時給と現在の時給の差額 
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て、（1）式の他産業転職関数をプロビットモデ

ルで推計する。

（2）推計結果

推計結果は図表－９の通りである。スペース省

略のために係数ではなく限界効果を表示してい

る。推計結果をみると、介護産業賃金率（時給）

推定値が負で有意であり、介護産業の賃金率が高

まるほど、他産業転職確率が減少することがわか

る。限界効果の値から解釈すると、介護産業の時

給が100円高まると、他産業への転職率が2.9％減

少することになる。一方で、他産業の賃金率につ

いては有意な結果が得られなかった。

その他有意な変数は、性別、年齢、介護福祉

士、社会福祉士である。介護福祉士資格がある場

合には、他産業に転職する確率が5.7％減少する一

方、社会福祉士資格がある場合には、なんと15.1％

も他産業への転職確率が増す。介護福祉士は介護

産業でしか有用ではない資格であるのに対して、

社会福祉士はその他の福祉、医療産業で利用可能

な資格であることを反映していると思われる。

また、図表－10には、上記②の手順で用いた賃

金率関数の推計結果を、介護就業と他産業転職の

それぞれの場合について示している。いずれも、

性別、年齢、年齢２乗項が有意である。介護就業

の介護福祉士資格については、小檜山（2010）と

異なり、負で有意という意外な結果であった９）。

5. 結語

本稿は、介護労働力不足問題を考える上で重要

となる、介護労働者の他産業への転職行動を分析

した。具体的には、公益財団法人家計経済研究所

が実施した元介護労働者を含むユニークな調査を

基に、労働者が直面している介護産業と他産業の

賃金率が、転職行動にどの程度影響しているのか

を分析した。分析の結果、介護産業の時給が100

円増加すると、他産業への転職率が2.9％減少する

ことがわかった。つまり、岸田・谷垣（2008）の

結論とは異なり、介護産業の賃金を政策的に高め

ることにより、他産業への労働者流出を一定程

度、抑制できることが明らかとなった。

しかしながら、この結果をもって直ちに、介護

報酬の引上げを実施して介護労働力不足問題を解

決すべきかといえば、その前に考えなければなら

ない課題が数多くあるといわざるを得ない。

まず第１に、本稿の結果は、あくまで社会調査

会社のモニターサンプル内で得られた結論である

ということである。つまり、ここから政策的含意

を汲むに当たっては、十分に幅を持って結果を解

釈すべきである。また、可能であれば、より大規

模で代表性の高いサンプルの調査を実施し、分析

を追試すべきであろう。

第２に、介護産業の賃金引上げの効果として

は、他産業の労働者や新卒労働者が、介護産業の

賃金引上げでどの程度、介護産業に流入してくる
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図表--9 他産業転職関数の推計結果 
   限界効果  標準誤差 
性別 0.069 ** 0.032  
年齢 0.002 *** 0.001  
介護産業賃金率（時給）推定値（100円） －0.029 *** 0.005  
他産業賃金率（時給）推定値（100円） －0.002  0.002  
介護福祉士 －0.057 *** 0.011  
社会福祉士 0.151 *** 0.038  
ケアマネジャー 0.029  0.023  
既婚 －0.001  0.013  
子供有り －0.001  0.013  
    
サンプル数 2321 
Pseudo R2 0.0832

注: プロビットモデルによる推計。***は１%、**は５%、*は10%基準で有意 



のかという側面も重要である。これまでの先行研

究においても、こうした面からの分析が全くなさ

れておらず、今後の研究が期待されるところであ

る。また、鈴木（2010b）が分析したように、短

時間労働者の介護労働時間は、賃金引上げでかえ

って少なくなるという効果も考慮すべきである。

政策を実施するためには、これらの面も含めた総

合的な効果から判断を行う必要がある。

第３に、現行の制度の下で、介護労働者の賃金

引上げを政策的に実施するためには、財源として

保険料引上げや新たな公費投入を行わなければな

らない。当然、そうした費用増に対して、介護労

働力不足改善の便益が上回っているかどうかも問

われなければならないだろう。もっとも、本稿３

節で明らかとなったように、介護労働者の流出先

の大半が、医療・福祉産業であるとすれば、これ

らも政府による価格統制が行われている分野であ

る。したがって、介護報酬を引き上げる一方で、

診療報酬や他の福祉産業の価格抑制を図るなどし

て、財政の中立性を保つことも考えられる10）。

第４に、やはり現行の制度の下で、介護労働者

の賃金引上げは、政策的には介護報酬引上げを通

して実施することになろうが、その全てが賃金引

上げに反映されるとは限らないことにも注意が必

要である。介護報酬引上げのうち、どの程度が賃

金引上げ以外に流出してしまうのか、事前に十分
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図表--10 賃金率関数の推計結果 

   係数  標準誤差 
性別 1.537 *** 0.390 
年齢 0.475 *** 0.131 
年齢２乗 －0.005 *** 0.001 
介護就業通算年数 0.049  0.079 
介護産業内転職回数 －0.138  0.132 
介護福祉士 －1.159 ** 0.509 
社会福祉士 2.018  2.362 
ケアマネジャー 0.723  0.595 
パート －1.148 * 0.611 
λ１（pr（介護就業継続）） －6.870  5.974 
定数項 2.015  2.993 
 
サンプル数 1907 
Adj R-squared 0.048

注: 最小２乗法による推計。***は１%、**は５%、*は10%基準で有意 

（1）介護就業継続 

   係数  標準誤差 
性別 9.935 ***  2.531 
年齢 －1.893 * 0.968 
年齢２乗 0.025 ** 0.011 
介護就業通算年数 －0.141  1.223 
介護産業内転職回数 －0.769  1.014 
介護福祉士 －0.332  5.693 
社会福祉士 －4.400  18.183 
ケアマネジャー 2.084  4.798 
パート －2.323  5.616 
λ２（pr（他産業転職）） －2.17083  21.90387 
定数項 50.061  49.908 
 
サンプル数 169 
Adj R-squared 0.1369

注: 最小２乗法による推計。***は１%、**は５%、*は10%基準で有意 

（2）他産業転職 



に調査されなければならない11）。もし、その流出

割合が高いのであれば、介護報酬引上げという間

接的手段よりも、介護労働者に対する税額控除拡

大や賃金加算といった直接的手段で、賃金引上げ

を図ることも考えられる。

第５に、そもそもの問題として、介護報酬とい

う価格統制策をとっていること自体が適切な政策

であるのかどうかも、本来は問われるべきである。

医療分野の診療報酬については、医師と患者の間

の「情報の非対称性」という市場の失敗が、価格

規制の根拠になり得ているが、介護分野について

は、このような「情報の非対称性」が存在するの

かどうか、大いに疑問である。

その場合、介護サービス料金をいきなり完全自

由化することは政治的に難しいかもしれないが、

その部分的な自由化である「混合介護」12）を解禁

することは、大いに検討されるべきである（八代

2003; 鈴木 2009, 2010a）。混合介護による価格弾

力化を通じて、各事業者の経営上の工夫として、

能力や質に応じた介護労働者の賃金上昇が図られ

るようにする方が、政府の価格規制をいくら工夫

するよりも、はるかに効率的である。また、「混

合介護」の導入は、新たな公費投入を必要としな

い政策手段でもある。

＊ 本稿の分析に用いている「介護労働者の就業・離職状
況に関する調査」の個票データは、公益財団法人家計
経済研究所から本稿の分析用に提供を受けたものであ
り、同研究所にまず、お礼を申し上げたい。また、デ
ータ作成に尽力されたこの調査研究会の各先生方と同
研究所研究員、とりわけ坂口尚文次席研究員の多大な
貢献に感謝を申し上げる次第である。
本稿は、同研究所の調査研究プロジェクト「制度変更
とその生活への影響に関する研究」の研究成果として
執筆されたものである。また、本稿は文部科学省科学
研究費補助金・特別推進研究（研究代表者：高山憲
之）、研究課題：『世代間問題の経済分析』および新学
術領域研究（研究代表者：川上憲人）、研究課題：『現
代社会の階層化の機構理解と格差の制御：社会科学と
健康科学の融合』、厚生労働省厚生労働科学研究費補
助金・政策科学総合研究事業（研究代表者：岩本康
志）、研究課題：『医療・介護・健診情報を接合した総
合的パネルデータ構築と地域医療における「根拠に基
づく健康政策（EBHP）」の立案と評価に関する研究』
からの研究助成を受けている。

注
1）以下、本文で記述していない先行研究についても触れ

ておこう。まず、周（2009）は、直接、離職率や転職
率を分析対象とするのではなく、介護労働者の賃金を
引き下げる効果を持つ要因が、介護労働力不足問題を
引き起こした原因であるとして、賃金に焦点を当てた
分析を行っている。確かに、公定価格の下では、賃金
引下げ要因が市場不均衡を引き起こすことになるの
で、優れたアイデアと言える。（財）介護労働安定セン
ターの複数年の『介護労働実態調査』による分析の結
果、他産業の賃金上昇、介護報酬引下げ、介護施設の
地域買い手独占の各代理変数が、賃金引下げに寄与し
ており、したがって労働力不足に影響していると結論
づけている。一方、鈴木（2010b）は、同じく（財）
介護労働安定センターによる2006年の『介護労働実態
調査』（その中の『介護労働者の就業実態と就業意識
調査』）を用いて、短時間労働者の労働時間選択

（intensive margin）に、賃金が与える影響を分析し
ている。結論は、「103万円・130万円の壁」の影響か
ら、短時間労働者の賃金弾力性の値は負であり、訪問
介護員で－0.5前後、介護職員で－0.4前後の値となる
というものであった。

2）退出意向は具体的に「介護の仕事をやめたい」という
回答を選択したというものであり、これには他産業へ
の転職のほか、非就業も含まれると思われる。

3）しかしながら、先行研究で用いている『介護労働実態
調査』や『就業構造基本調査』では、そもそも他産業
への転職者を識別できないのであるから、現在のとこ
ろこのデータが、本分析にとってのベスト・アベイラ
ブル・データであると言えよう。

4）恐らくこのことが、本サンプルの正規比率が高い主要
因であろう。

5）項目としては週給もあったが、回答数は０であった。
6）目算で、明らかに分布の裾野の部分で非連続となって

いるものを除いた。具体的には、時給換算で600円未
満と、20,000円以上となったサンプルを除いている。

7）すなわち、図表－１の１.介護就業者（正規職員）、２.介
護就業者（非正規職員）、５.他産業転職者（正規職
員）、６.他産業転職者（非正規職員）からサンプルが
構成される。こうしたサンプルの限定のため、推計結
果は、あくまで就業者に限った場合の解釈となること
に留意されたい。

8）黒田・山本（2010）、山田・石井（2009）を参考にし
た。本稿も彼らのように、介護就業者、他産業転職者
の正規職、非正規職の区別も行い、非就業も含めた多
項選択を考慮したモデルを考えるべきであったのかも
しれない。黒田・山本（2010）、山田・石井（2009）
が行ったように、Dubin and McFadden（1984）に
よってその方法論も確立されている。しかしながら、
本稿のデータでは、他産業転職者や非就業サンプルが
非常に少ないために、うまくモデルが推定されるとは
思えず、今回はこうした複雑な選択モデルの活用を行
わなかった。

9）これは、本推計ではデータの制約から、介護事業所の
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種類や地域の変数がコントロールされておらず、介護
福祉士がこれらの変数を代理してしまって、意外な結
果となって表れた可能性がある。

10）そうであったとしても、医療・福祉産業の価格引下げ
によるマイナス面は生じるであろうから、その「費
用」と、介護労働力不足改善の便益を比べるという視
点が重要である。

11）例えば、特別養護老人ホームの業界団体である全国老
人福祉施設協議会は、2010年10月に札幌市で行われた
第67回全国老人福祉施設大会において、社会福祉法人
全体の内部留保の総額が、１兆円近くに上っているこ
とを明らかにした（中村博彦・自民党参院議員（公益
社団法人全国老人福祉施設協議会常任顧問）の特別講
演「介護新時代――押し寄せる団塊世代の高齢者」）。
介護報酬を引き上げても、こうした施設の内部留保に
回る分が多ければ、労働者の賃金引上げはその分効果
が薄まることとなる。

12）混合介護の詳しい説明は、鈴木（2009, 2010a）を参
照されたい。
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